
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 5－1－3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

526,000 581,000 641,000 1,748,000 390,000 350,000 1,168,000 294,000 252,000 220,000 188,000 954,000 3,870,000

526,000 489,000 468,000 1,483,000 389,000 349,000 1,166,000 294,000 246,000 213,000 182,000 935,000 3,584,000

515,393 493,963 465,313 1,474,669 388,370 348,774 1,163,750 292,072 245,194 213,241 750,507 3,388,926

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

526,000 581,000 641,000 1,748,000 391,000 351,000 1,170,000 295,000 252,000 220,000 188,000 955,000 3,873,000

526,000 491,000 469,000 1,486,000 390,000 350,000 1,168,000 295,000 247,000 214,000 184,000 940,000 3,594,000

515,415 493,987 465,331 1,474,733 388,380 348,785 1,163,792 292,086 245,203 213,257 750,546 3,389,071

1,052,000 1,162,000 1,282,000 3,496,000 781,000 701,000 2,338,000 589,000 504,000 440,000 376,000 1,909,000 7,743,000

1,052,000 980,000 937,000 2,969,000 779,000 699,000 2,334,000 589,000 493,000 427,000 366,000 1,875,000 7,178,000

1,030,808 987,950 930,644 2,949,402 776,750 697,559 2,327,542 584,158 490,397 426,498 0 1,501,053 6,777,997

借入残高の減
3月補正
▲21千円

変更なし。繰り上げ償還に
係る差額。
▲2千円

繰り上げ償還に
係る差額。
▲2千円

実績との比較
（増減理由）

繰り上げ償還に
係る差額。
▲1千円

繰り上げ償還に
係る差額。
▲4千円

繰り上げ償還に
係る差額。
▲3千円

借入者の増
3月補正
　　18千円

借入残高の減
3月補正
▲6千円

実　績　額 426,606

地 方 債 計　画　額

借入者の減
　▲72千円

交付金　37件

借入残高の減
　▲43千円前年度予算と

の比較
（増減理由）

借入者の増
　66千円

借入残高の減
　▲110千円

交付金　26件交付金　37件交付金　38件 交付金　26件

借入残高の減
　▲96千円

借入残高の減
　▲81千円

借入残高の減
　▲80千円

交付金　36件

予算計上額 856,000

実　績　額 853,233

事業費予算の
内容

借入残高の減
　▲66千円

一 般 財 源 計　画　額

事 業 費 合 計 計　画　額 856,000

実　績　額 426,627

428,000

予算計上額

予算計上額 428,000

計　画　額

実　績　額

予算計上額

道 費 計　画　額 428,000

(26年度)

予算計上額 428,000

実　績　額

国 費 計　画　額

予算計上額

5－1－4 農政課農政係

目的
(何のために実施する
のか）

担い手の育成・確保と農業経営の安定化を図るために実施している。
利子補給を希望する認定農業者から農業経営改善計画に基づいた申請を受け、国・北海道・砂川市がそれぞれ利子の助
成を行う。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

実施４カ年
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 認定農家支援資金利子補給事業 平成　13　年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

農業経営改善計画認定を受けた市内の農業者

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

農業経営基盤強化促進法に基づき、認定農業者が農業経営改善計画の達成に必要な長期の資金（農業経営基盤強化資金＝スーパーＬ資金）に対して、利子を助成することにより、担い手の育成・確保を資金面で支援している。
平成24年度借入分からは、「人・農地プラン」に位置付けられた認定農業者に５年間の無利子化が適用される制度改正が行われ、市町村の金利負担が無くなった。

担い手の育成・確保と利用集積の促進のほか、耕作放棄地の解消が図られることから農業経営の安定化に結びつく。

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実　績　額

そ の 他

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

交付金　27件交付金　31件交付金　36件交付金　36件

借入残高の減
　▲77千円



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 43 48 53 64 66 63 61 61 60

実績値 38 38 36 36 36 31 27 26

計画値 72 74 76 80 82 84 86 88 90

実績値 64 65 64 100 100 98 99 100

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

変わらない 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
農業経営改善計
画の達成に必要
な資金の借入に
対し金利を助成
することによ
り、農業経営の
安定化を図り、
担い手の増加に
資すると認めら
れる。

自己分析：
農業経営改善計
画の達成に必要
な資金の借入に
対し金利を助成
することによ
り、農業経営の
安定化を図り、
担い手の増加に
資すると認めら
れる。

自己分析：
農業経営改善計
画の達成に必要
な資金の借入に
対し金利を助成
することによ
り、農業経営の
安定化を図り、
担い手の増加に
資すると認めら
れる。

判断理由：
平成24年度借入
分から人・農地
プランに位置付
けられた認定農
業者に5年間の
無利子化が適用
される制度改正
が行われ、市町
村の金利負担が
無くなったため
借入者数は大き
く増加しない
が、過去より融
資を受けている
認定農業者の農
業経営の安定化
が図られている
ため良好と判断
した。

自己分析：
農業経営改善計
画の達成に必要
な資金の借入に
対し金利を助成
することによ
り、農業経営の
安定化を図り、
担い手の増加に
資すると認めら
れる。

自己分析：
農業経営改善計
画の達成に必要
な資金の借入に
対し金利を助成
することによ
り、農業経営の
安定化を図り、
担い手の増加に
資すると認めら
れる。

判断理由：
平成24年度借入
分から人・農地
プランに位置付
けられた認定農
業者に5年間の
無利子化が適用
される制度改正
が行われ、市町
村の金利負担が
無くなったため
借入者数は大き
く増加しない
が、過去より融
資を受けている
認定農業者の農
業経営の安定化
が図られている
ため良好と判断
した。

自己分析：
農業経営改善計
画の達成に必要
な資金の借入に
対し金利を助成
することによ
り、農業経営の
安定化を図り、
担い手の増加に
資すると認めら
れる。

自己分析：
農業経営改善計
画の達成に必要
な資金の借入に
対し金利を助成
することによ
り、農業経営の
安定化を図り、
担い手の増加に
資すると認めら
れる。

自己分析：
農業経営改善計
画の達成に必要
な資金の借入に
対し金利を助成
することによ
り、農業経営の
安定化を図り、
担い手の増加に
資すると認めら
れる。

自己分析： 判断理由：
平成24年度借入
分から人・農地
プランに位置付
けられた認定農
業者に5年間の
無利子化が適用
される制度改正
が行われ、市町
村の金利負担が
無くなったため
借入者数は大き
く増加しない
が、過去より融
資を受けている
認定農業者の農
業経営の安定化
が図られている
ため良好と判断
した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

事業の効率性
(事業費に対する成果)

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
平成24年度借入分から人・農地プランに位置付けられた認定農業者
に5年間の無利子化が適用される制度改正が行われ、市町村の金利負
担が無くなったが、過年度からの借入者の利子補給が引き続きあ
り、農業経営の安定化に繋がると認められることから継続する事業
と考える。

H28：
現在は過年度からの借入者の利子補給が引き続きあり、農業経営の
安定化に繋がると認められることから継続する事業と考える。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：
現在は過年度からの借入者の利子補給が引き続きあり、農業経営の安定化に繋がると認められることか
ら継続する事業と考える。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
農業経営改善計
画の達成に必要
な資金の借入に
対し金利を助成
することによ
り、農業経営の
安定化を図り、
担い手の増加に
資すると認めら
れる。

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件/延）

59

36

成果指標１
（単位/人/延）

78

75

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：認定農業者数 指標の求め方：認定農業者延人数

指標名：資金借入件数 指標の求め方：資金借入延件数活動指標１（「手段」をもとに設定）



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 5－1－3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

50,000 100,000 150,000 300,000 150,000 150,000 450,000 50,000 150,000 150,000 150,000 500,000 1,250,000

50,000 150,000 50,000 250,000 100,000 0 200,000 50,000 0 0 0 50,000 500,000

220,482 313,027 463,188 996,697 200,905 0 369,924 900,000 0 0 900,000 2,266,621

50,000 100,000 150,000 300,000 150,000 150,000 450,000 50,000 150,000 150,000 150,000 500,000 1,250,000

50,000 150,000 50,000 250,000 100,000 0 200,000 50,000 0 0 0 50,000 500,000

220,482 313,027 463,188 996,697 200,905 0 369,924 900,000 0 0 0 900,000 2,266,621

実　績　額

計　画　額地 方 債

予算計上額

実　績　額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源

そ の 他 計　画　額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

農村の高齢化、後継者不足が進むなか新たな担い手を確保するため、新規就農者への支援を実施。

目的
(何のために実施する
のか）

新規就農者の誘致を図り、本市の農業の振興と地域の活性化を図る。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内に居住し、新たに農業経営によって自立しようとする者。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

意欲のある新規就農者を助成することで、経営の安定と新たな担い手の確保ができる。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 新規就農者支援事業 平成　15　年度　～　　　　―　年度

認定された者が農地を賃借した場合や農業機械や資材を購入した場合、一定の助成金を交付する。

事業性質区分 新規・継続 5－1－4 農政課農政係

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額 100,000

予算計上額 100,000

事 業 費 合 計

実　績　額 169,019

道 費 計　画　額

実　績　額

予算計上額

農地賃借料
助成3件

農地賃借料
助成1件

計　画　額 150,000

計　画　額 150,000

実　績　額 169,019

農地貸借料
助成2件

農地貸借料
助成2件

前年度予算と
の比較

（増減理由）

申請予定者の減
▲50千円

申請予定者の増
100千円

申請予定者の減
▲100千円

事業費予算の
内容

農地貸借料
助成1件

申請予定者の増
50千円

申請予定者の増
50千円

前年同額 対象者の皆減 対象者の皆減

実績との比較
（増減理由）

申請なし申請件数の増
(賃貸借、資材
購入助成)
3月補正 171千
円

申請者の増減
(賃貸借1件減、
資材購入助成1
件増)
3月補正 214千

申請件数の増
(賃貸借、資材
購入助成)
3月補正414千円

申請件数の増
（賃貸借、資材
購入助成）
3月補正70千円

申請件数の増
（資材購入助
成）
3月補正101千円

申請なし新規就農者の資
材購入費助成

3月補正850千円

申請なし

農地貸借料
助成1件



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 1 2 3 3 3 3 3 3 3

実績値 4 3 4 3 4 1 0 0

計画値 10 12 14 18 20 22 24 26 28

実績値 12 17 18 18 16 19 19 19

達成されている 達成されている ほぼ達成されている

上がっている 上がっている 少し上がっている

少し上がっている 少し上がっている 少し上がっている

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。

自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。

自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。

判断理由：
国の制度である
青年就農給付金
事業の影響もあ
り新規就農者が
増加しており、
当該事業により
新規就農者等の
農業経営の安定
化につながって
いると判断し良
好とした。

自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。

自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。ただ
し、営農以外の
理由で、新規就
農者として就農
していた者２名
が離農したた
め、実績値が減
少した。

判断理由：
国の制度である
青年就農給付金
事業の影響もあ
り新規就農者が
増加しており、
当該事業により
新規就農者等の
農業経営の安定
化につながって
いると判断し良
好とした。

自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。

自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。

自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。

自己分析： 判断理由：
国の制度である
青年就農給付金
事業の影響もあ
り新規就農者が
増加しており、
当該事業により
新規就農者等の
農業経営の安定
化につながって
いると判断し良
好とした。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：助成金申請者数 指標の求め方：助成金申請者数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：新規就農者数 指標の求め方：新規就農者数延人数

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

16

18

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人　）

3

3

成果指標１
（単位/人/延）

H30：
申請者・新規就農者ともに増加しており、当該事業による新規就農者等の拡充は、将来にわたり地域農
業を担う意欲と能力のある農業者である担い手として、経営規模拡大や農地保全を図り、農業・農村の
活性化に繋がると認められることから継続する事業と考える。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
申請者・新規就農者ともに増加しており、当該事業による新規就農
者等の拡充は、将来にわたり地域農業を担う意欲と能力のある農業
者である担い手として、経営規模拡大や農地保全を図り、農業・農
村の活性化に繋がると認められることから継続する事業と考える。

H28：
申請者・新規就農者ともに増加しており、当該事業による新規就農
者等の拡充は、将来にわたり地域農業を担う意欲と能力のある農業
者である担い手として、経営規模拡大や農地保全を図り、農業・農
村の活性化に繋がると認められることから継続する事業と考える。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 5－1－3 5－1－5 －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

2,400,000 2,400,000 300,000 2,000,000 2,000,000 4,700,000

2,400,000 2,400,000 0 2,000,000 0 0 0 2,000,000 4,400,000

2,400,000 300,000 2,700,000 0 0 0 0 0 0 2,700,000

2,400,000 0 0 2,400,000 0 0 300,000 2,000,000 0 0 0 2,000,000 4,700,000

2,400,000 0 0 2,400,000 0 0 0 2,000,000 0 0 0 2,000,000 4,400,000

2,400,000 300,000 0 2,700,000 0 0 0 0 0 0 0 0 2,700,000

実　績　額

予算計上額

実　績　額

計　画　額地 方 債
投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

農村の高齢化、後継者不足が進むなか、多くの農地を引受け農業生産活動を行う農業生産法人を新たな担い手として支援をすることにより、優良農地の保全が図られる。

目的
(何のために実施する
のか）

現在の農業・農村は、農業者の高齢化や後継者不足により離農者等の農地や耕作放棄地が増える状況にある。
これらを解消するためには、個々の農家での引受けでは限界があり、さらに規模の大きい農業生産法人が農地を引受け農
地を保全していくことが必要である。
そのため、これらの団体等を支援することにより、団体等の経営基盤の強化、団体組織の設立を促進し耕作放棄地等の解
消を図る。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

農業生産法人で次に該当するもの
　・認定農業者であること
　・引受けした農地（賃貸・作業受委託を含む）が30ヘクタール以上であること

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 農作業受託組織支援事業（農業生産法人育成支援事業） 平成　23　年度　～　平成－年度

離農者等の農地や耕作放棄地を引受けした農業生産法人に対して、引受けした農地等の耕作のために使用する農業用機
械の新規購入・更新に要する経費の一部を助成する。

事業性質区分 新規・継続 5－1－4 農政課農政係

農業生産法人の経費の負担の軽減が図られることにより、経営基盤の強化、更なる農地の引受けが進み耕作放棄地の解
消が図られる。
新たな農業経営組織の設立の促進、農地引受け促進のきっかけとなる。

国 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

予算計上額

予算計上額 0

事 業 費 合 計

実　績　額 0

一 般 財 源

道 費 計　画　額

実　績　額

計　画　額 300,000

計　画　額 300,000

実　績　額 0

前年度予算と
の比較

（増減理由）

H23新規事業 申請予定者がい
ないため補正対
応

申請予定者がい
ないため補正対
応

事業費予算の
内容

補助金（事業費
の20%）

申請予定者がい
ないため補正対
応

申請予定者がい
ないため補正対
応

申請予定者がい
ないため補正対
応

申請予定者が法人設
立を断念したことに
よる減額
3月補正2,000千円

H29に新規法人
を設立する相談
があったことか
ら、対応した。

実績との比較
（増減理由）

同額 6月補正　300千
円

農作業受託組織
等育成支援事業
（事業費の
20％）



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 1 1 1 1

実績値 1 1 0 0 0 0 0 0

計画値 0.0 0.0 0.0 40.0 40.0 40.0 40.0

実績値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

達成されている ほぼ達成されている あまり達成されていない

変わらない 変わらない
あまり上がってい

ない

変わらない 変わらない
あまり上がってい

ない

総合評価 良好である 普通である 普通である

自己分析：
地域の担い手で
ある農業生産法
人を支援・育成
することによ
り、優良な農地
の保全、有効活
用が図られる。

自己分析：
地域の担い手で
ある農業生産法
人を支援・育成
することによ
り、優良な農地
の保全、有効活
用が図られる。

自己分析：
事業実施には
至っていない
が、新たな耕作
放棄地が発生し
ておらず、優良
農地の保全が図
られている。

判断理由：
地域の担い手で
ある農業生産法
人による申請も
順調であり、耕
作放棄地の発生
を防止し優良な
農地の保全に繋
がっていると判
断し良好とし
た。

自己分析：
事業実施には
至っていない
が、新たな耕作
放棄地が発生し
ておらず、優良
農地の保全が図
られている。

自己分析：
事業実施には
至っていない
が、新たな耕作
放棄地が発生し
ておらず、優良
農地の保全が図
られている。

判断理由：
当該事業は、耕
作放棄地に担い
手として農業生
産法人を育成す
ることが目的で
あったことか
ら、申請件数は
０であるが、耕
作放棄地が発生
していないた
め、事業の達成
度は「ほぼ達成
している」と
し、総合評価は
「普通である」
と判断した。

自己分析：
申請予定者が法
人化を断念した
ため、事業実施
には至っていな
いが、新たな耕
作放棄地が発生
しておらず、優
良農地の保全が
図られている。

自己分析：
事業実施には
至っていない
が、新たな耕作
放棄地が発生し
ておらず、優良
農地の保全が図
られている。

自己分析：
事業実施には
至っていない
が、新たな耕作
放棄地が発生し
ておらず、優良
農地の保全が図
られている。

自己分析： 判断理由：
当該事業は、耕
作放棄地に担い
手として農業生
産法人を育成す
ることが目的で
あったことか
ら、申請件数は
０であるが、耕
作放棄地が発生
していないた
め、事業の達成
度は「あまり達
成していない」
とし、総合評価
は「普通であ
る」と判断し
た。

今後の方向性 現状のまま継続 手段の見直し 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：申請件数 指標の求め方：農業生産法人育成支援事業補助申請件数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：耕作放棄地の発生面積 指標の求め方：新たに発生した耕作放棄地の面積（㎡）

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

成果指標２ 指標名：農業生産法人受託面積 指標の求め方：平成29年度以降申請した農業生産法人の作業受託面積

0.0

0.0

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件）

1

0

成果指標１
（単位/ha）

H30：
平成23年度から26年度までを期限として要綱が制定されて、その後は希望があれば対応することとして
いた。農業者の高齢化が進み、かつ個人で受けることができる面積も限界に近付いている。農業の担い
手としての法人等については、農地法の改正もあり従前の農業生産法人の在り方も変化していることか
ら、当該事業の見直しを行う必要がある。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
事業実施には
至っていない
が、新たな耕作
放棄地が発生し
ておらず、優良
農地の保全が図
られている。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
当該事業により、耕作放棄地発生の防止による農地の保全・有効活用
が図られると認められることから継続する事業と考える。

H28：
平成23年度から26年度までを期限として要綱が制定されて、その後
は希望があれば対応することとしていた。農業者の高齢化が進み、
かつ個人で受けることができる面積も限界に近付いている。農業の
担い手としての法人等については、農地法の改正もあり従前の農業
生産法人の在り方も変化していることから、当該事業の見直しを行
う必要がある。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

－　－ －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 19,500,000 19,500,000 55,500,000 9,000,000 5,250,000 3,750,000 2,250,000 20,250,000 75,750,000

0 9,000,000 13,500,000 39,000,000 9,000,000 6,750,000 5,250,000 7,500,000 28,500,000 67,500,000

0 9,000,000 13,500,000 45,000,000 9,375,000 6,750,000 5,625,000 21,750,000 66,750,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 19,500,000 19,500,000 55,500,000 9,000,000 5,250,000 3,750,000 2,250,000 20,250,000 75,750,000

0 0 0 0 9,000,000 13,500,000 39,000,000 9,000,000 6,750,000 5,250,000 7,500,000 28,500,000 67,500,000

0 0 0 0 9,000,000 13,500,000 45,000,000 9,375,000 6,750,000 5,625,000 0 21,750,000 66,750,000

新規就農者の増
加に伴う増額

同額 対象者変更によ
る増実績との比較

（増減理由）

当初、H26後期分及
びH27前期分だった
ものが、H27後期分
も支出の対象となっ
たため

同額 同額

補助対象者が減
少したことに伴
う減額

補助対象者が減
少したことに伴
う減額

補助対象者が減
少したことに伴
う減額

補助金　4件

前年度予算と
の比較

（増減理由）

補助金の一部が
H26に支出と
なったことによ
る減

補助金の支出が
一年度分となっ
たことに伴う増

補助金　11件 補助金　9件 補助金　6件 補助金　4件 補助金　3件

実　績　額 22,500,000

事業費予算の
内容

補助金 11件

事 業 費 合 計 計　画　額 16,500,000

予算計上額 16,500,000

予算計上額

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額 22,500,000

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額 16,500,000

予算計上額 16,500,000

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

農業従事者の高齢化が急速に進展しており、青年の新規就農者を増加させることで持続可能な力強い農業の実現を図る。 経営リスクを負っている新規就農者の経営が軌道に乗るまでの間、一定の給付金を交付する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

独立・自営就農時の年齢が原則45歳未満の新規就農者であること。
独立・自営就農であること。
独立・自営就農5年度には農業で生計が成り立つ実現可能な計画であること。
就農する市町村の「人・農地プラン」に位置付けられていること（見込みも可）。
生活費を支給する国の他の事業と重複需給できない。また、農の雇用事業による助成を受けたことがある農業法人等でな
いこと。
原則として青年新規就農者ネットワークに加入すること。

経営の不安定な就農初期段階の青年就農者に対して給付金を給付することで、青年の就農意欲の喚起と就農後の定着に
より青年就農者の大幅な増大が図られる。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 農業次世代人材投資事業（旧　青年就農給付金事業） 平成24年度　～　平成－年度

事業性質区分 新規・継続 5-1-4 農政課農政係
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指標の推移・評価

計画値 13 13 3 1 1 1

実績値 11 9 7 4 4

計画値 18 20 22 24 26 28

実績値 18 16 19 20 22

ほぼ達成されている ほぼ達成されている

少し上がっている 少し上がっている

少し上がっている 少し上がっている

総合評価 普通である 普通である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。

自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。
ただし、営農以
外の理由で、新
規就農者として
就農していた者
２名が離農した
ため、実績値が
減少した。

判断理由：
当該補助を実施
することによ
り、新規就農者
の数が増えてい
るため。

自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。

自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。

自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。

自己分析： 判断理由：
当該補助を実施
することによ
り、新規就農者
の数が増えてい
るため。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

H30：
補助をすることにより新規就農者の確保が一定程度できているものの、全体的な農家の高齢化により、
各地域の担い手が足りていない状況である。今後も継続して補助をしていくことにより、新規就農者の
確保と定着を図っていくことが必要である。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
農業者の高齢化
や後継者不足が
進行するなか、
新たな農業の担
い手となる新規
就農者を支援す
ることにより、
新規就農者の定
着と増加が図れ
ることから有効
である。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：
補助をすることにより新規就農者の確保が一定程度できているもの
の、全体的な農家の高齢化により、各地域の担い手が足りていない
状況である。今後も継続して補助をしていくことにより、新規就農
者の確保と定着を図っていくことが必要である。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

17

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件）

11

10

成果指標１
（単位/㎡）

16

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：新規就農者数 指標の求め方：新規就農者数延人数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：給付金申請者数 指標の求め方：給付金申請者数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

5－1－3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 92,000 92,000 92,000 92,000 368,000 368,000

0 0 92,000 92,000 92,000 92,000 368,000 368,000

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 92,000 92,000 92,000 92,000 368,000 368,000

0 0 0 0 0 0 0 92,000 92,000 92,000 92,000 368,000 368,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 農業体験事業 平成　28　年度　～　　－　年度

事業性質区分 新規・継続 5－1－4 農政課農政係

目的
(何のために実施する
のか）

新規就農者の誘致を図り、本市の農業の振興と地域の活性化を図る。
市内で新規就農を希望する者を対象に、「お試し暮らし」の施設を利用して宿泊し、先進農家で1週間程度の農業体験事
業を実施しすることで、就農のきっかけづくりをし、新規就農者の増加を図る。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内で新規就農を希望する者。 就農のきっかけづくりを行い、意欲ある新規就農者を確保することができる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

農業体験
7日間×2回

農業体験
7日間×2回

農業体験
7日間×2回

農業体験
7日間×2回

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年同額 前年同額

実績との比較
（増減理由）

体験者希望者が
いなかったため

体験者希望者が
いなかったため

体験者希望者が
いなかったため



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 2 2 2 2

実績値 0 0 0

計画値 1 3 5 7

実績値 0 0 0

達成されていない

上がっていない

上がっていない

総合評価 問題がある

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
　H29に新規就
農者はいたが、
農業経験者であ
り、当該事業を
活用しなかっ
た。しかし、未
経験の就農希望
者がいた場合、
農業体験を行う
ことは重要なこ
とであり、新規
就農を推進する
に当たり、必要
な事業である。

自己分析：
　未経験の就農
希望者がいた場
合、農業体験を
行うことは重要
なことであり、
新規就農を推進
するに当たり、
必要な事業であ
る

自己分析：
　未経験の就農
希望者がいた場
合、農業体験を
行うことは重要
なことであり、
新規就農を推進
するに当たり、
必要な事業であ
る

自己分析： 判断理由：
　未経験の就農
希望者がいた場
合、農業体験を
行うことは重要
なことであり、
新規就農を推進
するに当たり、
必要な事業であ
るため

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：利用者数 指標の求め方：農業体験事業に参加した人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：新規就農等人数 指標の求め方：農業体験事業（H28年度以降）に参加し、新規就農（研修を含む）した人数

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
(単位/人)

成果指標１
(単位/延人)

H30：
断理由：
　未経験の就農希望者がいた場合、農業体験を行うことは重要なことであり、新規就農を推進するに当
たり、必要な事業であるため必要と考える。就農希望者がきやすいような周知徹底に努める。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

5－1－3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 農業後継者Ｕターン支援事業 平成　28　年度　～　　－　年度

事業性質区分 新規・継続 5－1－4 農政課農政係

目的
(何のために実施する
のか）

新規就農者を増加させることは、農業従事者不足の解消を図る重点策の一つである。土地利用型農業（稲作、玉葱等）
の農外からの新規就農は、多くの面積の土地や大型機械が必要で新規就農するには莫大な費用がかかる。しかし、農家
の子息等（農業後継者）であれば、農地、機械共に親から譲り受けることにより、容易に就農が可能であると考える。
そこで、農業後継者のＵターンを促進させ、地域農業の振興を図る。

親の農業を引き継ぐため市内へ移住し、親元研修に入る農業後継者に給付金を給付。
　・年間100万円を最長２年間給付
　・青年就農給付金（準備型）の給付者は対象外
　・就農開始後、５年以上就農しなければ給付金を返還する
　・同居する高校生以下の子供がいる場合は、年間50万円を追加給付

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市外に居住し、農業以外の職業を持っている農業後継者（市内農家の子息等。孫も可）で以下の条件を満たす者
　・年齢が45歳未満で親の農業を継ぐため、市内へ居住すること
　・配偶者がいること
　・現在の職を退職すること（現在の職に３年以上勤めていること）

新規就農者の増加による市内農業の振興と市内の人口増に寄与する。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 2 2 2 2

実績値 0 1 1

計画値 1 3 3 3

実績値 0 1 1

ほぼ達成されている

少し上がっている

変わらない

総合評価 問題がある

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
対象者がいな
かった。今後、
対象者がいた場
合、予算措置を
行いたいと考え
る。

自己分析：
本年度について
は、対象者がい
たため該当と
なった。

自己分析：
本年度について
は、対象者がい
なかったが対象
者がいた場合は
予算措置を行い
たいと考える。

自己分析： 判断理由：
本年度について
は、対象者がい
たため該当と
なった。今後
も、農業後継者
のＵターンを促
進させる。

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：申請者数 指標の求め方：平成２９年度以降の申請者実人数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：農業後継者数 指標の求め方：平成２８年度以降の申請者のうち就農を継続している人数

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
(単位/人)

成果指標１
(単位/人)

H30：
以前後継者不足は深刻化しているため、一人でも多くの農業後継者のＵターンを促進させる。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)


